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　まちなか交流館は、多くの人がいつでも気軽に集まれるにぎわいの
拠点施設として、久万町商店街筋に、今年整備されました。外観は、そ
れまであった旧造り酒屋の蔵をイメージ。内部は、かつて大きな酒樽
が並んでいた広大なスペースが、心を潤すアートスペース（展示室）や
随時利用可能な交流室、売店などに生まれ変わりました。町出身者か
ら寄贈された創作こけしを中心に、町内外の愛好家による作品展やさ
まざまな体験・交流活動、また木の町にちなんだ特産品や農産物を活
かした加工品の販売などを行っていきます。

久
万
高
原
町
﹁
ま
ち
な
か
交
流
館
﹂



　平成28年11月30日発行	 町　会　報　え　ひ　め　	 第 92 号　（2）　

 

会
長
に
清
水
雅
文
氏（
愛
南

町
長

）を
選
出

第
３
回
臨
時
総
会
を
開
く　

 

会
長
に
岡
井
馨
一
郎
氏（
松
前
町

議
　
長

）を
選
出

第
１
回
臨
時
総
会
を
開
く　

　

愛
媛
県
町
村
会
は
、
11
月
8
日
午
後
3

時
か
ら
「
県
自
治
会
館
」
で
第
3
回
臨
時

総
会
を
開
催
し
た
。

　

ま
ず
、
開
会
に
先
立
ち
、
新
し
く
就
任

し
た
宮
脇
馨
上
島
町
長
を
紹
介
。
同
氏
か

ら
あ
い
さ
つ
が
あ
っ
た
。

　

次
い
で
開
会
し
、
次
の
と
お
り
進
め
ら

れ
た
。

　

愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
29

日
自
治
会
館
に
お
い
て
「
平
成
28
年
度
第

1
回
臨
時
総
会
」
を
開
催
し
た
。

　

総
会
に
は
、
全
町
議
会
議
長
が
出
席
し
、

次
の
と
お
り
進
め
ら
れ
た
。

1　

開　

会

2　

あ
い
さ
つ

　
　
　
　

会
長
職
務
代
理
者

1　

開　

会

2　

あ
い
さ
つ　

　
　
　
　

会
長
職
務
代
理
者

　
　
　
　

佐
川
副
会
長
（
砥
部
町
長
）

3　

選　

挙

　
　

事
務
局
か
ら

　
　

前
会
長
の
上
村
俊
之
氏
が
、
上
島
町

長
の
任
期
満
了
に
よ
り
平
成
28
年
11
月

6
日
に
退
任
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
会
長

が
欠
員
と
な
っ
た
た
め
、
会
長
の
補
欠

選
挙
を
行
う
も
の
で
あ
る
と
す
る
説
明

が
あ
り
、
選
挙
の
結
果
、
清
水
雅
文
愛

南
町
長
を
新
会
長
に
選
出
し
た
。

　
　

な
お
、
任
期
は
本
日
か
ら
平
成
29
年

6
月
5
日
間
で
の
残
任
期
間
。

　
　
　
　

山
下
副
会
長
（
愛
南
町
議
長
）

　
【
新
議
長
紹
介
】　

濱
田
上
島
町
議
長

3　

選　

挙

　
　

会
長
の
補
欠
選
挙
に
つ
い
て

　
　

事
務
局
か
ら
、
会
長
の
退
任
に
伴
い

補
欠
選
挙
を
行
う
も
の
で
あ
る
と
し
て
、

選
出
方
法
や
規
約
運
用
内
規
に
つ
い
て

説
明
。

　
　

選
考
の
結
果
、
満
場
一
致
で
岡
井
松

前
町
議
長
を
会
長
に
選
出
し
た
。

　
　

な
お
、
任
期
は
本
日
か
ら
平
成
29
年

6
月
2
日
ま
で
の
残
任
期
間
。

4　

協　

議

　

①　

愛
媛
県
市
町
総
合
事
務
組
合
議
会

議
員
に
つ
い
て

　

②　

地
方
議
会
議
員
の
厚
生
年
金
制
度

へ
の
加
入
を
求
め
る
意
見
書
に
つ
い

て

　

③　

次
回
全
員
協
議
会
に
つ
い
て

　
　

事
務
局

か
ら
、
説

明
が
あ
り
、

一
同
了
承
。

次
回
の
全

員
協
議
会

に
つ
い
て

は
、
正
副

会
長
に
一

任
し
た
。

会　長
清水　雅文 氏

会　長
岡井馨一郎 氏

　

新
町
長
紹
介

　

任
期
満
了
に
伴
う
上
島
町
長
選
挙

が
行
わ
れ
、
10
月
23
日
投
票
の
結
果
、

新
人
の
宮
脇
馨
氏
が
当
選
さ
れ
た
。

　
　

上
島
町
長

　
　
　
宮み

や

　
脇わ

き

　
　
　
馨

か
お
る

　
氏

　

新
町
長
紹
介

　

任
期
満
了
に
伴
う
松
野
町
長
選
挙

が
行
わ
れ
、
11
月
13
日
投
票
の
結
果
、

新
人
の
坂
本
浩
氏
が
当
選
さ
れ
た
。

　
　

松
野
町
長

　
　
　
坂さ

か

　
本も

と

　
　
　
浩

ひ
ろ
し

　
氏

　

新
議
長
紹
介

　

11
月
15
日
の
上
島
町
議
会
臨
時
会

に
お
い
て
議
長
の
選
挙
が
行
わ
れ
、

濱
田
高
嘉
氏
が
就
任
さ
れ
た
。

　
　

上
島
町
議
会
議
長

　
　
　
濱は

ま

　
田だ

　
高た

か

　
嘉よ

し

　
氏
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全
国
町
村
長
大
会
は
、11
月
16
日
東
京
・

渋
谷
の
N
H
K
ホ
ー
ル
で
全
国
9
2
7
の

町
村
長
、
都
道
府
県
町
村
会
関
係
者
約
1
，

₃
₀
₀
人
が
出
席
。
来
賓
に
安
倍
内
閣
総

理
大
臣
、
大
島
衆
議
院
議
長
、
伊
達
参
議

院
議
長
、
高
市
総
務
大
臣
、	
山
本
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
担
当
大
臣
、
二
階
自

由
民
主
党
幹
事
長
、
飯
田
全
国
町
村
議
会

議
長
会
会
長
ら
を
迎
え
、
盛
大
に
開
催
さ

れ
た
。

　

大
会
は
棚
野
副
会
長
（
北
海
道
城
糠
町

長
）
の
司
会
で
進
め
ら
れ
、
は
じ
め
に
藤

原
会
長
（
長
野
県
川
上
村
長
）
が
挨
拶
に

立
ち
、「
安
倍
内
閣
が
最
重
要
課
題
に
掲
げ

て
い
る
『
一
億
総
活
躍
社
会
の
実
現
』
の

た
め
に
は
、
社
会
保
障
の
充
実
と
地
方
創

生
を
一
層
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

全
国
町
村
長
大
会
を
開
催

　

11
月
16
日　

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
で　

参議院の合区の早期解消に関する
特別決議

　去る₇月10日、憲政史上初めて合区による参
議院議員選挙が実施された。
　合区については、地域が抱えている課題など
様々な情報が国会に届かない恐れがあるなど
多くの懸念があったところであるが、実際に行
われた選挙では、広範囲における選挙活動の困
難さ、有権者が直接候補者の政見に接する機会
の減少、合区された選挙区では投票率が過去
最低を記録するなど、あらためて多くの問題
点が明らかとなった。
　都道府県制度は、歴史的・文化的にも、ま
た政治的・社会的にも広く国民に定着してお
り、都道府県単位での地方の代表を選出すると
いう参議院選挙の仕組みも、広く国民に定着し
ているものである。
　今回の合区による選挙はあくまで緊急避難
措置であり、公職選挙法の附則においては、次
回の参議院議員選挙に向け、抜本的な見直しを
することが規定されている。
　合区の弊害は明らかであり、地方創生にも大
きく逆行するものである。都道府県を単位とし
て地域の実情や声を直接国政に反映させる現
在の仕組みが広く国民の中に浸透しているこ
とを十分考慮し、早急に合区を解消することを
強く求めるものである。
　　平成28年11月16日
	 　　　全国町村長大会　

決　　　議
　町村の多くは農山漁村地域にあり、文化・伝統の継承はもとより、食料の供給、水
源かん養、自然環境の保全等、国民生活にとって極めて大きな役割を果たしてきた。
　このように国民共有のかけがえのない財産であり、日本人の「心のふるさと」
である農山漁村を次世代に引き継いでいくことが我々の責務である。
　しかしながら、町村を取り巻く環境は、急速な少子高齢化や人口減少、基幹産
業である農林水産業の衰退など極めて厳しく、また、中山間地域や離島など条件
不利地域を多く抱える町村においては、総じて税源に乏しく厳しい財政運営を余
儀なくされている。
　加えて、東日本大震災及び平成28年熊本地震の被災地における復興をはじめ、
一億総活躍社会の実現に向けた更なる地方創生の推進のためには、国と地方が総
力を上げて取り組んでいかなくてはならない。
　我々町村長は、相互の連携を一層強固なものとするとともに、直面する困難な
課題に積極果敢に取り組み、地域特性や資源を活かした施策を展開しながら、豊
かな住民生活と個性溢れる多様な地域づくりに邁進する決意である。
　よって、町村が自主的・自立的に様々な施策を展開しうるよう、特に下記事項
の実現を強く求めるものである。

記
一．東日本大震災及び平成28年熊本地震からの復興の加速化をはかるとともに、
全国的な防災・減災対策を強力に推進すること。

一．一億総活躍社会の実現に向け、地方創生を推進すること。
一．地方分権改革を推進すること。
一．道州制は導入しないこと。
一．「まち・ひと・しごと創生事業費」を拡充するとともに、歳出特別枠及び別
枠加算を堅持し、地方交付税等の一般財源の総額を確保すること。

一．	ゴルフ場利用税を堅持するとともに、全国森林環境税を早期に導入すること。
一．農林漁業の振興による農山漁村の再生・活性化をはかること。
一．田園回帰の時代を拓き、都市と農山漁村の共生社会を実現すること。
一．農林漁業者が将来に希望がもてるよう、ＴＰＰ対策に万全を期すこと。
一．領土・外交問題に毅然とした姿勢で臨むこと。
　　以上決議する。
　　　平成28年11月16日
	 全国町村長大会　

町
村
長
は
、
地
方
創
生
を
日
本
創
生
に
つ

な
げ
て
い
く
と
い
う
強
い
覚
悟
を
持
っ
て
、

全
力
で
取
り
組
む
。
町
村
長
相
互
の
連
携

を
強
固
に
し
て
、
困
難
な
課
題
に
積
極
果

敢
に
取
り
組
ん
で
い
こ
う
」
と
参
加
者
に

訴
え
た
。	

　

こ
の
後
、
来
賓
挨
拶
に
戻
り
、
安
倍
総

理
大
臣
が
「
我
が
国
の
未
来
は
、
町
や
村
、

地
域
が
元
気
に
な
っ
て
初
め
て
拓
か
れ
て

い
く
。
町
村
長
の
皆
様
は
そ
れ
ぞ
れ
の
地

域
の
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
先
頭
に
立
ち
、
遺

憾
な
く
力
を
発
揮
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
す

る
と
と
も
に
、
国
が
進
め
る
諸
政
策
へ
の

ご
理
解
、
ご
協
力
を
お
願
い
す
る
」
と
し

た
挨
拶
を
述
べ
た
後
、
前
記
の
来
賓
各
位

か
ら
そ
れ
ぞ
れ
挨
拶
が
あ
っ
た
。	

　

つ
い
で
、
町
村
へ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
述

べ
る
た
め
、
神
野
直
彦
東
京
大
学
名
誉
教

授
が
登
壇
。「
町
村
の
良
さ
は
、緑
豊
か
な

自
然
環
境
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
息
づ
い
て

い
る
人
的
環
境
に
あ
る
。
豊
か
な
自
然
環

境
の
も
と
で
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
発
展
さ
せ

て
い
く
、
そ
の
こ
と
に
よ
っ
て
行
き
詰

ま
っ
て
い
る
人
間
の
歴
史
に
希
望
の
灯
火

を
灯
す
こ
と
、
そ
れ
が
日
本
の
町
村
の
果

た
す
べ
き
使
命
で
あ
る
」
と
、
参
集
し
た

町
村
長
を
激
励
し
た
。

　

こ
の
後
、大
会
議
長
に
更
谷
副
会
長（
奈

良
県
十
津
川
村
長
）
を
選
出
し
、
議
事
に

入
り
、
別
掲
の
決
議
や
参
議
院
の
合
区
の

早
期
解
消
に
関
す
る
特
別
決
議
案
が
上
程

さ
れ
、
満
場
一
致
で
決
議
。
さ
ら
に
33
項

目
の
大
会
要
望
も
一
括
採
択
さ
れ
た
。	

　

こ
れ
ら
の
決
議
、
特
別
決
議
、
要
望
事

項
を
実
現
す
る
た
め
の
実
行
運
動
方
法
に

つ
い
て
は
、
町
村
長
は
地
元
選
出
国
会
議

員
、
政
府
要
路
に
対
し
、
適
宜
、
有
効
な

方
法
で
行
う
こ
と
を
決
定
し
、
13
時
45
分

に
大
会
を
閉
会
し
た
。	

　

な
お
、
本
県
か
ら
は
各
町
長
と
事
務
局

職
員
が
出
席
し
た
。
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全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟
第
47
回

定
期
総
会
が
、
11
月
18
日
に
東
京
・
メ
ル

パ
ル
ク
ホ
ー
ル
で
開
催
さ
れ
、
全
国
か
ら

関
係
者
多
数
が
出
席
。
本
県
か
ら
は
久
万

高
原
町
長
及
び
過
疎
関
係
町
の
議
長
が
出

席
し
た
。

平
成
29
年
度
過
疎
関
係
予
算
・
施
策
を
要
望

　

11
／
18　
全
国
過
疎
連
盟
定
期
総
会　

過疎地域自立促進特別措置法の見直しに関する要望
　現行の過疎地域自立促進特別措置法（以下「過疎法」という。）の
有効期限は、平成33年₃月31日となっている。
　過疎市町村においては、過疎地域の厳しい現状を十分踏まえ、実
効性ある過疎対策を行うため、過疎地域自立促進市町村計画で予定
した事業の実施に努めているところである。
　現行の過疎法は、平成22年には平成17年国勢調査結果を反映した
改正が、平成26年には平成22年国勢調査結果を反映した改正が行わ
れた。
　ついては、平成27年国勢調査結果を反映した過疎法の見直しに当
たっては、下記事項について特段の配慮を強く要望する。

記
₁　平成27年国勢調査結果の取扱い
　　平成27年国勢調査結果を反映した過疎法の見直しについても、
平成22年の改正及び平成26年の改正と同様に、現行過疎市町村は
引き続き過疎市町村に指定すること。
₂　過疎対策事業債の対象事業の拡大
　　過疎対策事業債の対象事業については、平成22年の改正及び平
成26年の改正により、それぞれ拡大されてきたところである。
　　ついては、更に実効性ある過疎対策を行うため、過疎対策事業
債のハード事業の対象事業として次の事業を追加すること。
　①　廃棄物処理施設等の公共施設の解体撤去
　②　市町村立の大学・専修学校・各種学校・特別支援学校の整備
　③　上水道に移行した旧簡易水道施設の整備
　④　地域航空の航空機材の整備
₃　事業用設備等に係る特別償却の対象業種の追加
　　過疎地域において、個人又は法人が事業用設備等を新増設した
場合の当該新増設に係る機会及び装置並びに建物及びその付属設
備の特別償却について、その対象業種として「農林水産物等販売
業」を追加すること。

過疎対策の積極的推進のための要望
（前文省略）
₁　地方創生と人口減少の克服
　　過疎地域において特に深刻な人口減少と高齢化に対処するため、
産業振興、雇用拡大、子育て支援等の施策を積極的に推進する。
₂　過疎市町村の財政基盤の確立
　　地方交付税を充実し過疎市町村の財政基盤を強化するとともに、
過疎対策事業債の対象事業を拡大し、必要額を確保する。
₃　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤の確立
　　医療の確保、交通の確保、雇用の確保、教育環境の整備等を、広
域的な事業による対応も含めて積極的に推進し、住民が安心・安
全に暮らせるための生活基盤を確立する。
₄　高度情報通信等社会の恩恵を享受できるインフラの整備
　　過疎地域においても高度情報通信等社会の恩恵を享受できるよ
う、高度情報通信基盤、高規格幹線道路等の道路網の整備を図り、
地域社会の活性化を促進する。
₅　地域資源を活用した産業の振興と雇用の創出
　　農地の利用、森林の管理、漁業の振興、地域資源を活用した観
光及び地場産業の振興等過疎地域の環境と特性を活かした産業振
興を支援し、新たな雇用を創出する。
₆　集落対策の促進と地域の活性化
　　集落対策、都市との交流、多様な主体の協働による地域社会の
活性化と人材の育成・活用等による総合的な集落対策を積極的に
推進する。

決　　　議
₁　過疎地域自立促進特別措置法の見直しに関する決議
　⑴　現行過疎地域を維持・継続すること
　⑵　過疎対策事業債の対象事業の拡大を図ること
₂　平成29年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議
　⑴　地方創生と人口減少の克服を図ること
　⑵　地方創生のための交付金の拡充を図ること
　⑶　地方交付税による財源保障機能の充実強化を図ること
　⑷　過疎対策事業債の必要額を確保すること
　⑸　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤を確立すること
　⑹　高度情報通信・高速道路社会の恩恵を享受できるインフラの整備を図ること
　⑺　地域資源を活用した産業振興を支援し、新たな雇用を創出すること
　⑻　集落対策と地域社会の活性化に対する支援を強化すること
　　以上、総意をもって決議する
　　　　平成28年11月18日
	 　全国過疎地域自立促進連盟　

全国過疎地域自立促進連盟第47回定期総会次第

₁　開会の辞
₂　会長挨拶
₃　来賓祝辞
₄　来賓紹介
₅　議長選出
₆　議　　事
　①　事業報告
　②　報告事項
　　　　平成29年度税制改正に関する要望について
　③　議案審議
　　・役員の承認及び選任について
　　・過疎地域自立促進特別措置法の見直しに関する

要望及び平成29年度過疎対策関係政府予算・施策
に関する決議・要望について

　　・決議について
　　・要請活動方法について
₇　閉会の辞

　

総
会
で
は
、
来
賓
祝
辞
に
続
い
て
議
事

に
入
り
、
ま
ず
議
長
に
株
田
徳
島
県
那
珂

町
議
長
を
選
出
。

　

次
い
で
、
退
任
し
た
役
員
の
後
任
者
の

承
認
や
選
任
が
行
わ
れ
た
ほ
か
、
別
掲
の

「
平
成
29
年
度
過
疎
対
策
関
係
政
府
予
算
・

施
策
に
関
す
る
決
議
・
要
望
」
を
原

案
の
と
お
り
決
定
し
た
。
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決　　　議
　近年、山村を取り巻く環境は、道路、情報通信、生活環
境等の整備水準が依然として低位な状況にあるほか、耕
作放棄地の増大、鳥獣被害の多発に直面する中で、厳し
さを増しており、過疎・高齢化の進展により集落機能の
衰退が進んでいる。
　我が国の山村は、日本人としての精神の原点として我
が国を支えてきた力の源であり、水資源、エネルギー資
源を守り、国土保全、都市住民へのいこいの場、若者の
教育の場の提供等、多面的・公益的機能の発揮に重要な
役割を担ってきた。このような国民の共有の宝とでも言
うべき山村は、国土の約₅割にも及んでおり、そこを人
口のわずか₃パーセントの住民が守っているものの、そ
の山村が集落機能の崩壊等により存続の危機に瀕して
いると言っても過言ではない状況にある。
　こうした中で山村振興法により明確に示されている、
上記の多面的、公益的機能の一層の充実を更に図ること
が重要であり、このため、山村住民の定住と集落維持に
より、山村の活性化、自立的発展を図っていくことが、一
極集中を是正した地方創生の目指すところであり、ひい
ては、我が国全体の発展につながるものと言える。
　国においては、以上の認識の下に、山村振興を国の重
要課題に据えて、下記の事項の実現を図っていただくよ
う強く要望する。

記
１．山村振興法の改正を踏まえ、関係省庁の一層の連携
強化のもと、山村振興対策を総合的かつ計画的に推
進すること。
１．「山村活性化支援交付金」、「農山漁村振興交付金」
「中山間地域等直接支払交付金」等山村地域活性化の
ための対策の充実・強化を図ること。
１．「次世代林業基盤づくり交付金」の予算を確保する
とともに、林業、木材産業振興対策の充実・強化を図
ること。
１．鳥獣被害防止対策の充実・強化を図ること。
１．道路、情報通信基盤の整備を計画的に推進すること。
１．生活交通の確保等生活環境の整備を推進すること。
１．保健・医療・福祉対策の充実・強化を図ること。
１．学校施設整備、児童生徒への援助、体験活動推進等
施策の充実・強化を図ること。
１．森林環境税（仮称）の創設等地球温暖化対策のため
の所要の税制措置を講じ、地方税財源の確保・充実を
図ること。
１．地方交付税制度の充実・強化を図り、所要額を確保
すること。
１．ＴＰＰの合意は山村地域の主要産業である農林業
に打撃を与える可能性があり、万全の対策を講じる
こと。
１．道州制は絶対に導入しないこと。
　　以上決議する。
　　　平成28年11月17日
	 全国山村振興連盟通常総会　

平成29年度山村振興関連予算・施策に関する要望
　山村地域の振興につきましては、日頃から格別の御配慮を賜り厚く御
礼申し上げます。
　さて、近年、山村を取り巻く環境は、道路、情報通信、生活環境等の
整備水準が依然として低位な状況にあるほか、耕作放棄地の増大、鳥獣
被害の多発に直面する中で、厳しさを増しており、過疎・高齢化の進展
により集落機能の衰退が進んでおります。
　我が国の山村は、日本人としての精神の原点として我が国を支えてき
た力の源であり、水資源、エネルギー資源を守り、国土保全、都市住民
へのいこいの場、若者の教育の場の提供等、多面的・公益的機能の発揮
に重要な役割を担ってまいりました。このような国民の共有の宝とでも
言うべき山村は、国土の約₅割にも及んでおり、そこを人口のわずか₃
パーセントの住民が守っているものの、その山村が集落機能の崩壊等に
より存続の危機に瀕していると言っても過言ではない状況にあります。
　こうした中で山村振興法により明確に示されている、上記の多面的、
公益的機能の一層の充実を更に図ることが重要であり、このため、山村
住民の定住と集落維持により、山村の活性化、自立的発展を図っていく
ことが、一極集中を是正した地方創生の目指すところであり、ひいては、
我が国全体の発展につながるものと言えます。
　国におかれては、以上の認識の下に、山村振興を国の重要課題に据え
て、下記の事項の実現を図っていただくよう強く要望致します。

記
Ⅰ　熊本地震、東日本大震災等の復旧・復興等
Ⅱ　山村振興対策の総合的・計画的推進
Ⅲ　多面的・公益的機能の持続的発揮	
Ⅳ　山村地域の活性化
Ⅴ　産業の振興、地域資源の活用
Ⅵ　ＴＰＰについて
Ⅶ　鳥獣被害防止
Ⅷ　山村と都市との共生・対流
Ⅸ　道路、情報通信基盤の整備	
Ⅹ　生活環境の整備
ⅩⅠ　医療・保健・福祉
ⅩⅡ　教育・文化	
ⅩⅢ　山村地域の自主性の確立

　

全
国
山
村
振
興
連
盟
の
平
成
28
年
度
通

常
総
会
が
11
月
17
日
「
グ
ラ
ン
ド
ア
ー
ク

半
蔵
門
」
で
盛
大
に
開
催
さ
れ
、
全
国
の

関
係
市
町
村
長
ら
約
4
0
0
名
が
出
席
し

た
。

　

総
会
は
、佐
々
木
副
会
長（
秋
田
県
東
成

瀬
村
長
）
が
開
会
の
辞
を
述
べ
た
後
、
宮

腰
会
長
が
開
会
の
あ
い
さ
つ
を
行
っ
た
。

　

次
に
、
来
賓
の
農
林
水
産
大
臣
（
宮
本

農
林
水
産
局
次
長
代
読
）、
金
子
自
民
党

山
村
振
興
特
別
委
員
長
、
藤
原
全
国
町
村

会
長
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
祝
辞
が
述
べ
ら
れ
、

山
村
振
興
関
連
予
算
・
要
望
を
決
定

全
国
山
村
振
興
連
盟
通
常
総
会
　

　
11
月
17
日
　

続
い
て
出
席
の
国
会
議
員
や
政
府
関
係
者
、

友
好
団
体
の
来
賓
紹
介
が
行
わ
れ
た
。

　

次
に
、
森
北
海
道
苫
前
町
長
及
び
寺
本

和
歌
山
県
紀
美
野
町
長
か
ら
事
例
報
告
が

あ
り
、
議
事
に
入
っ
た
。

　

ま
ず
、
竹
崎
会
長
代
行
（
熊
本
県
芦
北

町
長
）
を
議
長
に
選
出
し
、
は
じ
め
に
第

1
号
議
案
「
平
成
29
年
度
山
村
振
興
関
連

予
算
・
施
策
に
関
す
る
要
望（
案
）に
関
す

る
件
」
及
び
第
2
号
議
案
「
決
議
（
案
）」

に
つ
い
て
協
議
し
、
そ
れ
ぞ
れ
原
案
の
と

お
り
決
定
さ
れ
た
。

　

な
お
、
総
会
で
決
議
さ
れ
た
要
望
事
項

に
つ
い
て
は
、
総
会
終
了
後
、
全
国
連
盟

役
員
が
分
担
し
、
そ
の
実
現
方
を
陳
情
し

た
。

　

最
後
に
、
尾
上
副
会
長
（
三
重
県
大
台

町
長
）
の
発
声
に
よ
り
「
頑
張
ろ
う
コ
ー

ル
」
を
行
い
、
盛
会
裏
に
終
了
し
た
。
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簡
易
水
道
予
算
の
確
保
を
！

簡
水
協
・
第
61
回
全
国
大
会
開
催　

シ
ェ
ー
ン
バ
ッ
ハ
・
サ
ボ
ー
で
　

　

全
国
簡
易
水
道
協
議
会
は
、
11
月
18
日
、

東
京
・
平
河
町
の
シ
ェ
ー
ン
バ
ッ
ハ
・
サ

ボ
―
で
「
第
61
回
簡
易
水
道
整
備
促
進
全

国
大
会
」
を
開
き
、
大
会
宣
言
や
大
会
決

議
を
決
定
し
た
。

　

大
会
は
、
北
村
副
会
長
（
長
野
県
青
木

村
長
）
の
開
会
の
辞
に
続
い
て
、
山
崎
会

長
（
北
海
道
京
極
町
長
）
が
あ
い
さ
つ
を

述
べ
た
。

　

次
い
で
、
厚
生
労
働
大
臣
表
彰
及
び
全

国
簡
易
水
道
協
議
会
長
表
彰
の
受
賞
者
に

表
彰
状
が
贈
ら
れ
た
。

　

続
い
て
、
車
谷
副
会
長
（
長
野
県
天
川

村
長
）
の
朗
読
に
よ
り
「
大
会
宣
言
」
を

採
択
。

　

次
い
で
、来
賓
祝
辞
が
あ
っ
た
後
に
、議

長
に
小
田
副
会
長
（
岩
手
県
野
田
村
長
）

を
選
ん
で
議
事
に
入
っ
た
。

　

議
事
で
は
・
水
道（
簡
易
水
道
）関
係
予

算ﾉ
所
要
額
9
2
0
億
円
の
満
額
確
保
な

ど
4
議
案
を
す
べ
て
決
定
し
た
後
に
、
別

掲
の
「
大
会
決
議
」
を

藤
田
副
会
長
（
徳
島
県

美
馬
市
長
）
が
朗
読
し
、

満
場
一
致
で
こ
れ
を
採

択
し
た
。

　

な
お
、今
後
、平
成
29

年
度
政
府
予
算
に
反
映

さ
せ
る
た
め
、
各
都
道

府
県
協
議
会
と
関
係
市

町
村
が
一
丸
と
な
っ
て
、

地
元
選
出
国
会
議
員
に

対
し
て
要
望
運
動
を
展

開
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

最
後
に
、
西
川
副
会

長
（
熊
本
県
津
奈
木
町

長
）
の
閉
会
の
こ
と
ば

で
大
会
の
幕
を
閉
じ
た
。

大　会　宣　言

　水道は、国民生活に必要不可欠な社会基盤施設であ
るにも拘わらず、今なお農山漁村を中心に水道の恩恵
に浴せない地域が存在している。
　これら未普及地域の早期解消は簡易水道に課せられ
た重大な使命であり、その早期整備が熱望されている。
　また近年、施設の老朽化、原水水質の悪化、多発す
る地震等自然災害への対応に係る費用はますます増大
し、脆ぜいじゃく弱な市町村財政を窮きゅうはく迫さ
せている。
　政府は、このような簡易水道事業の実態と役割を認
識し、われわれが要望する平成29年度簡易水道関係予
算を確保され、国民皆水道の早期実現と簡易水道事業
の健全なる運営を図るために万全の措置を講ずべきで
ある。
　以上　宣言する。
　　平成28年11月18日

全 国 簡 易 水 道 協 議 会
第61回簡易水道整備促進全国大会

大　会　決　議

　国民皆水道の早期実現は、われわれに課せられた重大な使命であ
る。
　この使命を早期に達成するとともに、地方の生活基盤である簡易
水道の基盤強化を推進し、地域住民の期待に応えるため、われわれ
はこの第61回簡易水道整備促進全国大会において、当面する重要課
題を決定し、特に次の4項目の実現を期して一致団結、決意を新たに
最善を尽くすものである。

記
１．	水道（簡易水道）関係予算の所要額920億円の満額確保を期す
１．簡易水道等施設整備費の補助制度の拡充を期す
１．簡易水道関係事業債558億円の確保を期す
１．簡易水道事業に対する地方財政措置の充実を期す
　以上　決議する。
　　平成28年11月18日

全 国 簡 易 水 道 協 議 会
第61回簡易水道整備促進全国大会

第61回簡易水道整備促進全国大会次第

₁　開会の辞
₂　全国簡易水道協議会会長挨拶
₃　表彰式
　　　厚生労働大臣表彰
　　　全国簡易水道協議会会長表彰
₄　大会宣言
₅　来賓祝辞
₆　来賓紹介
₇　議長選出
₈　議　　事
₉　大会決議
10　閉会の辞
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第
60
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
を
開
催

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
9
日

東
京
・
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
に
お
い
て
、
全
国

の
町
村
議
会
議
長
な
ど
関
係
者
約
1
，

6
0
0
人
が
出
席
の
も
と
、「
地
方
創
生
の

実
現
を
め
ざ
し
て
」
を
メ
イ
ン
テ
ー
マ
に

「
第
60
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
」を
開

催
し
た
。

　

大
会
は
、
江
端
事
務
総
長
の
司
会
に
よ

り
進
め
ら
れ
、
開
会
の
こ
と
ば
、
国
歌
斉

唱
に
続
い
て
、
飯
田
会
長
（
三
重
県
朝
日

町
議
長
）
が
あ
い
さ
つ
に
立
ち
、
①
被
災

地
復
興
と
並
行
し
た
大
規
模
災
害
対
策
の

推
進
、
②
地
方
創
生
の
実
現
に
よ
る
強
靱

な
国
土
の
形
成
、
③
地
方
創
生
実
現
の
た

め
に
必
要
な
経
費
の
確
保
、
④
町
議
会
議

員
の
人
材
確
保
に
資
す
る
た
め
の
方
策
の

推
進
な
ど
、
町
村
と
町
村
議
会
に
関
わ
る

喫
緊
の
課
題
に
つ
い
て
対
策
を
施
す
よ
う

国
に
要
請
し
た
う
え
で
、「
我
々
町
村
議
会

も
議
会
改
革
に
努
め
住
民
の
信
託
に
応
え

ら
れ
る
議
会
を
構
築
し
て
い
く
。」と
決
意

を
表
明
し
た
。

　

次
に
、
大
会
の
意
義
を
鮮
明
に
す
る
た

め
、
別
掲
の
宣
言
を
採
択
。

　

続
い
て
安
倍
総
理
大
臣
、
大
島
衆
議
院

議
長
、
総
務
大
臣
の
代
理
で
富
樫
総
務
大

臣
政
務
官
、
山
本
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
担
当
大
臣
、
二
階
自
由
民
主
党
幹
事

長
、
藤
原
全
国
町
村
会
長
か
ら
祝
辞
が

あ
っ
た
。

　

次
に
、
議
長
団
を
選
出
し
て
議
事
に
入

り
、
ま
ず
要
望
事
項
25
件
、
四
国
地
区
ほ

か
8
地
区
の
要
望
9
件
、
さ
ら
に
、
町
村

議
会
議
長
の
総
意
を
結
集
し
当
面
す
る
重

要
問
題
の
解
決
を
図
る
た
め
の
決
議
案
や

「
参
議
院
に
お
け
る
合
区
の
解
消
に
関
す

る
特
別
決
議
案
」
な
ど
5
件
の
特
別
決
議

案
を
満
場
一
致
で
採
択
。

　

続
い
て
、
実
行
運
動
方
法
を
協
議
・
決

定
し
た
後
に
、「
ガ
ン
バ
ロ
ー
コ
ー
ル
」
を

行
い
、
盛
会
裏
に
終
了
し
た
。

　

大
会
終
了
後
、「
究
極
の
チ
ー
ム
ワ
ー

ク
・
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
」
と
題
し
、
シ
ン

ク
ロ
ス
イ
マ
ー
・
教
育
コ
メ
ン
テ
ー
タ
ー

の
武
田
美
保
氏
に
よ
る
特
別
講
演
が
行
わ

れ
た
。

　

な
お
、
本
県
か
ら
は
7
町
議
長
の
ほ
か

関
係
者
10
名
が
出
席
し
た
。

参議院選挙における
合区の解消に関する特別決議

　去る7月10日、憲政史上初の合区による参議院選挙が
実施されたが、広範囲にわたる選挙活動の困難さ、有権
者が直接候補者の政見に接する機会の減少や投票率の
低下など、多くの問題点が明らかとなった。
　今、地方は急激な人口減少に歯止めをかけ、東京一極
集中を是正するため、地方創生に本格的に取り組んでい
るところである。
　この地方創生を実現し、地方の活性化を図るために
は、当事者である地方の意見が国において最大限に活か
されることが極めて重要であり、人口によって単純に区
割りを決定する合区は、人口の少ない地方の切り捨てに
つながり、地方創生にも逆行するものである。
　今回の合区による選挙はあくまで緊急避難措置とし
て、公職選挙法の附則において、次回の参議院選挙に向
け、抜本的な見直しが規定されている。
　よって、今後の参議院選挙制度の抜本的な見直しにあ
たっては、国と地方が一層連携を強め、地方創生を推進
していくためにも、単に人口の多寡にかかわらず、地方
の意見を十分国政に反映できる地方創生にふさわしい
仕組みを構築すべきであり、早急に合区を解消し、都道
府県単位による代表が国政に参加することが可能な選
挙制度とされるよう、強く要請する。
　以上、特別決議する。
　　　平成28年11月₉日
	 　　第60回町村議会議長全国大会　

宣　　　　言

　我々町村は、国民生活を支えるため、食料供給、水源涵養、国土
保全に努め、伝統・文化を守り、自然を活かした地場産業を創出し、
個性あるまちづくりを進めてきた。
　しかしながら、我が国の景気は、これまで緩やかな回復基調が続
いているものの、少子・高齢化や過疎化、本格的な人口減少社会が
到来し、多くの町村においては、厳しい経済・雇用情勢に悩まされ、
地域の活力は減退している。
　加えて、東日本大震災や熊本地震による影響は、被災地のみなら
ず我が国社会全体に及んでおり、本格的な復旧・復興に向けて解決
すべき課題が山積している。
　特に、原子力事故の影響を受けた地域においては、未だ多くの被
災者が故郷に帰還することが出来ず、不自由な避難生活を余儀なく
されている。
　今こそ、国と地方が一体となって、本格的な復旧・復興への取組
みを加速化させるとともに、人口減少の克服と地方創生を実現する
ためには、町村の自治能力を高め、都市と農山漁村が「共生」しう
る社会を強力に進めていくことが重要である。
　現在、国においては、一億総活躍社会の実現に向けた取組が行わ
れているところであるが、地方創生こそが一億総活躍社会実現のた
めのメインエンジンであり、地方創生に向けた大きな流れを緩めて
はならない。
　まさに地方創生なくして一億総活躍社会の実現はない。
　我々議会人は、本日、「第60回町村議会議長全国大会」を開催し、
地方創生の実現をめざし、一致結束して、果敢に行動していくこと
をここに誓う。
　以上、宣言する。
　　　平成28年11月₉日
	 　　第60回町村議会議長全国大会　
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11
月
の
会
と
催
し

▽
1
日
＝
行
革
甲
子
園
2
0
1
6
、
町
村

監
査
委
員
表
彰
式
・
全
国
研
修
会
（
2

日
ま
で
）、
中
国
・
四
国
各
県
町
村
会
災

害
共
済
事
務
連
絡
会
議

▽
3
日
＝
平
成
28
年
度
愛
媛
県
功
労
賞
授

賞
式
、
平
成
28
年
度
愛
媛
県
教
育
文
化

賞
受
賞
式
、
同
祝
賀
会

▽
7
日
＝
地
方
議
会
活
性
化
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
2
0
1
6
、自
治
労
か
ら
の
要
望
、公

益
認
定
申
請
及
び
法
人
運
営
に
つ
い
て

の
簡
易
セ
ミ
ナ
ー
・
相
談
会

▽
8
日
＝
愛
媛
県
町
村
会
第
3
回
臨
時
総

会
、
町
村
会
正
副
会
長
あ
い
さ
つ
回
り
、

全
国
ダ
ム
所
在
・
発
電
関
係
市
町
村
全

国
協
議
会
理
事
会
、
全
国
町
村
議
会
議

長
会
自
由
民
主
党
幹
部
と
の
懇
談
会

▽
9
日
＝
第
60
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大

会
、
㈱
平
野
損
害
調
査
事
務
所
査
定
専

門
員
研
修
会
（
10
日
ま
で
）

▽
10
日
＝
愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
研
修
会
、

滞
納
整
理
機
構
の
愛
媛
県
へ
の
支
援
要

望
▽
15
日
＝
全
国
町
村
会
理
事
会
、
同
都
道

府
県
町
村
会
長
会
、
全
国
町
村
長
大
会

運
営
委
員
会
、「
町
村
の
振
興
を
考
え
る

会
」
意
見
交
換
懇
談
会

▽
16
日
＝
全
国
町
村
長
大
会
、
平
成
28
年

分
年
末
調
整
説
明
会

▽
17
日
＝
水
産
業
振
興
・
漁
村
活
性
化
推

進
大
会
、
同
定
期
総
会
、
全
国
山
村
振

興
連
盟
平
成
28
年
度
通
常
総
会
、
全
国

浄
化
槽
推
進
市
町
村
協
議
会
平
成
28
年

度
通
常
総
会
、
全
国
簡
易
水
道
協
議
会

平
成
28
年
度
第
3
回
理
事
会
、
国
保
制

度
改
善
強
化
全
国
大
会

▽
18
日
＝
全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟

第
1
3
0
回
理
事
会
、
同
第
47
回
定
期

総
会
、
全
国
市
町
村
振
興
協
会
実
務
研

修
会

▽
20
日
＝
鬼
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
「
鬼
の

モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
」
除
幕
式

▽
22
日
＝
愛
媛
県
町
村
会
平
成
28
年
度
第

1
回
正
副
会
長
会

▽
25
日
＝
平
成
28
年
度
災
害
共
済
関
係
事

業
加
入
推
進
事
務
打
合
会

▽
26
日
＝
え
ひ
め
・
ま
つ
や
ま
産
業
文
化

ま
つ
り
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
セ
レ
モ
ニ
ー

▽
28
日
＝
内
外
情
勢
調
査
会
松
山
支
部
懇

談
会
、
平
成
28
年
度
町
村
議
会
事
務
局

職
員
研
修
会
（
29
日
ま
で
）

▽
29
日
＝
四
国
四
県
市
町
村
振
興
協
会
事

務
連
絡
会
議
、
愛
媛
県
町
村
議
会
議
長

会
平
成
28
年
度
第
1
回
臨
時
総
会

編
集
後
記

　

明
日
か
ら
師
走
。
今
年
も
早
か
っ
た
な

ぁ
。
ま
だ
、
振
り
返
る
こ
と
は
し
ま
せ
ん

が
、
そ
ろ
そ
ろ
年
賀
状
の
準
備
を
始
め
な

け
れ
ば
。
転
ば
ぬ
先
の
杖
で
す
。
ア
ナ
ロ

グ
人
間
の
僕
は
、
メ
ー
ル
で
の
年
賀
が
苦

手
で
す
。
や
っ
ぱ
り
年
賀
状
が
好
み
。
で
、

毎
年
、
時
々
の
思
い
を
つ
づ
っ
て
い
る
ん

で
す
が
、
今
年
も
「
う
ん
う
ん
」
う
な
っ

て
が
ん
ば
り
ま
す
。◇

　
「
う
ん
う
ん
」
と
い
う
擬
音
語
。き
ち
ん

と
し
た
文
章
に
用
い
る
の
は
ど
う
か
と
思

い
ま
す
が
、
ざ
っ
と
し
た
日
常
会
話
く
ら

い
の
こ
の
欄
で
は
お
許
し
を
。

　

こ
れ
か
ら
い
く
つ
も
の
忘
年
会
が
待
っ

て
い
ま
す
。
酒
席
に
誘
わ
れ
れ
ば
、
断
ら

な
い
口
の
酒
仙
で
す
。
今
夜
も
「
ぐ
い
ぐ

い
」
呑
む
と
す
る
か
。

　　
　
「
ガ
ン
ダ
」
せ
ね
ば

　

11
月
24
日
の
首
都
は
、
観
測
史
上
初
の

積
雪
と
な
っ
た
。
銀
杏
の
落
ち
葉
に
積
も

る
白
雪
、
秋
と
真
冬
が
同
時
季
と
な
っ
た

よ
う
だ
。
今
や
、
地
球
規
模
で
異
常
が
通

常
化
し
て
来
た
気
象
現
象
。
北
海
道
の

早
々
の
降
雪
ほ
ど
驚
き
は
し
な
い
が
、
四

季
の
あ
る
日
本
、
秋
の
紅
葉
を
待
っ
て
い

る
西
日
本
地
方
も
同
列
島
で
あ
る
。
秋
か

ら
冬
に
か
け
て
咲
く
白
色
・
淡
い
ピ
ン
ク

色
の
山
茶
花
の
原
種
は
、
本
県
の
南
予
地

方
が
北
限
ら
し
い
が
、
未
だ
園
芸
種
で
あ

る
淡
紅
・
濃
紅
の
山
茶
花
も
満
開
の
花
弁

は
見
せ
て
い
な
い
。
自
然
の
流
れ
は
、
気

ま
ま
で
想
定
外
も
想
定
内
も
な
い
ら
し

い
。

　

さ
て
、
11
月
8
日
の
ア
メ
リ
カ
大
統
領

選
挙
結
果
は
、
国
内
外
と
も
に
想
定
外
の

人
が
多
か
っ
た
。
立
候
補
者
の
支
持
は
拮

抗
し
、
ア
メ
リ
カ
の
一
般
人
は
も
と
よ
り

知
識
人
、
各
界
有
名
人
、
メ
デ
ィ
ア
を
交

え
、
過
激
で
個
人
攻
撃
に
終
始
す
る
よ
う

な
直
接
選
挙
戦
の
報
道
は
、
農
耕
単
民
族

と
し
て
、『
実
る
ほ
ど
頭
を
た
れ
る
稲
穂
か

な
』
如
く
生
き
て
来
た
日
本
人
に
は
、
全

て
理
解
し
難
い
様
相
で
あ
っ
た
。

　

た
だ
、
次
期
新
リ
ー
ダ
ー
が
、
内
外
と

も
に
ど
の
よ
う
な
采
配
を
と
る
の
か
、
正

直
な
と
こ
ろ
不
透
明
な
点
が
気
が
か
り
で

あ
る
。
不
謹
慎
な
が
ら
興
味
深
々
な
と
こ

ろ
も
あ
る
。

　

選
挙
中
の
『
防
衛
は
自
国
で
』、
日
本
・

韓
国
も
核
武
装
や
む
な
し
の
話
か
ら
、
当

選
後
は
『
Ｔ
Ｐ
Ｐ
か
ら
離
脱
し
2
国
間
貿

易
協
定
を
。メ
キ
シ
コ
国
境
の
壁
を
作
る
』

等
々
話
が
伝
わ
っ
て
来
た
。
今
日
の
グ

ロ
ー
バ
ル
社
会
に
あ
っ
て
、「
保
護
主
義
」

政
策
を
推
し
進
め
、
そ
れ
が
自
国
の
み
発

展
に
繋
が
る
か
ど
う
か
。

　

現
下
の
と
こ
ろ
資
源
が
「
人（
財
）」
し

か
な
い
（
未
来
は
、
領
海
内
の
海
底
に
眠

る
レ
ア
メ
タ
ル
や
メ
タ
ン
ハ
イ
ド
レ
ー
ト

資
源
が
活
用
さ
れ
、
大
資
源
国
家
も
夢
で

は
な
い
。）
日
本
に
と
っ
て
は
、極
め
て
注

視
し
、
対
処
・
方
策
の
新
展
開
が
迫
っ
て

お
り
、
そ
の
時
期
は
目
前
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
大
国
と
称
す
る
国
々
の
中
に
は
、

資
源
は
無
論
の
こ
と
で
あ
る
が
、
バ
ッ
ク

に
巨
大
な
軍
事
力
を
擁
し
、
国
際
連
合
で

の
協
力
・
実
行
よ
り
も
別
途
に
経
済
界
の

独
占
も
国
家
戦
略
と
す
る
動
き
が
チ
ラ
チ

ラ
。
ま
た
、
領
土
問
題
は
『
不
可
侵
条
約

に
あ
ら
ず
、
欲
し
い
も
の
は
、
力
を
持
っ

て
獲
り
な
さ
い
…
』、国
際
裁
判
の
仲
裁
裁

定
は
『
紙
く
ず
…
』、『
実
効
支
配
』
等
々
。

「
協
力
と
話
し
合
い
」を
宗
と
す
る
日
本
人

的
発
想
で
は
、
噛
み
あ
い
に
く
い
物
騒
な

社
会
環
境
に
あ
る
こ
と
も
世
界
の
現
実
で

あ
る
。

　

今
年
の
若
者
の
流
行
語
に
「
ガ
ン
ダ
」

（
が
ん
が
ん
ダ
ッ
シ
ュ
す
る
。凄
く
急
ぐ
。）

が
あ
る
が
、
日
本
も
新
グ
ロ
ー
バ
ル
社
会

に
対
応
し
た
自
国
形
成
強
化
構
築
の
た
め
、

国
民
が
一
丸
と
な
っ
て
「
ガ
ン
ダ
」
せ
ね

ば
な
ら
な
い
時
期
に
今
あ
る
の
で
は
…
。
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「
悪
は
弱
さ
で
あ
る
」

�

　
（
ミ
ル
ト
ン　

英
国
の
詩
人
）
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